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（1）国内外の EV 建機開発動向や市場導入ポテンシャルに関する整理

（2）国内外の EV 建機の社会実装に向けた課題整理と対応の方向性の検討

（3）EV 建機の市場普及のロードマップの策定、およびルール形成戦略の検討

（4）部素材等サプライチェーン、その他動力源（FC・水素エンジン等）の実態整理
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